
半島地域・離島地域又は奄美群島のうち、市町村の長が産業の振興に関する計画（一定の基準を満たすものに

半島・離島・奄美群島における割増償却（所得税・法人税）

限る）を策定する地区として関係大臣（総務・農林水産・国土交通） が指定する地区において、個人又は法人が、機

械・装置、建物・その附属施設及び構築物の取得等をして対象事業（以下に示す４業種）の用に供した場合は、５年
間の割増償却ができる。 【適用期間：半島・離島 平成25～26年度、奄美群島 平成25年度】

製造業・旅館業

（１）対象 ①資本金5,000万円以下の事業者： 機械・装置、建物・附属設備、構築物に係る取得等
②資本金5,000万円超の事業者： 機械・装置、建物・附属設備、構築物に係る新増設による取得等

事業者の資本金規模 資本金１,000万円以下 資本金1,000万円超5,000万円以下 資本金5,000万円超1億円以下 資本金1億円超

半島地域 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上

離島地域 奄美群島 500万円以上 1 000万円以上 2 000万円以上

（２）取得価額の下限値 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が以下に示す下限値以上である場合

離島地域・奄美群島 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上

（３）割増償却の償却限度額 機械・装置：普通償却限度額の32％ 建物・附属設備、構築物：普通償却限度額の48％

（４）割増償却期間 5年

農林水産物等販売業・情報サービス業等

（１）対象 ①資本金5,000万円以下の事業者： 機械・装置、建物・附属設備、構築物に係る取得等
②資本金 超 事業者 機械 装置 建物 附属設備 構築物 係る新増設 る 得等

（２）取得価額の下限値 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が500万円以上である場合

（３）割増償却の償却限度額 機械・装置：普通償却限度額の32％ 建物・附属設備、構築物：普通償却限度額の48％

②資本金5,000万円超の事業者： 機械・装置、建物・附属設備、構築物に係る新増設による取得等

（４）割増償却期間 5年
※取得等とは、取得又は製作若しくは建設をいい、建物及びその附属施設にあっては、改修（増築、改築、修繕又は模様替）のための工事による取得又は建設を含む。



平成25年度税制改正による制度見直しの概要

平成25年度の税制改正により、半島地域・離島地域・奄美群島における工業用機械等の特別償却制度は、各地域平成25年度の税制改正により、半島地域 離島地域 奄美群島における工業用機械等の特別償却制度は、各地域
の設備投資の実態を踏まえて大幅な見直しを実施。

✓ 内発的発展をはじめとする産業振興をより効果的に推進するため、中小事業者に関する要件緩和などが行わ

れ、 幅広い事業者が措置を活用できる可能性。

✓ 当該措置が市町村による産業振興策に資するものとなるよう、税制適用に当たっては、事前に市町村長が産

業の振興に関する計画を作成することが必要。

工業用機械等の特別償却

対象地区措置の内容

半島地域 離島地域及び奄美群島工業用機械等の特別償却
従来

（～H25.3） 【措置の概要】
・ 取得価額： 2,000万円超
・ 償却率： 機械・装置 10/100、建物・附属設備 6/100

半島地域、離島地域及び奄美群島

工業用機械等の割増償却

現在
（H25.4～）

【見直しの概要】

半島地域、離島地域及び奄美群島

のうち

市町村長が産業の振興に関する計画
・ 資本金規模に応じ取得価額の下限値の引下げ
・ 対象資産・対象業種の拡大

を策定し関係大臣が指定する地区


